事務費に関する覚書（例示）
愛媛県立今治病院（以下、「甲」という）と●●株式会社（以下、「乙」という）とは、甲乙間において2009年　　月　　日付けで締結した被験薬：●●の治験（以下、「本治験」という）に関する治験契約書（または、製造販売後臨床試験契約書。以下、「原契約」という。）第3条（契約様式2及び契約様式 販2の場合は、第4条）の事務費に関し、以下のとおり覚書（以下、「本覚書」という）を締結する。

＊製造販売後臨床試験の際には、「治験」を「試験」に変更し、記載する
第1条（事務費）

原契約第3条第1項第1号（契約様式2及び契約様式 販2の場合は、第4条第1項第1号）の「事務費」の明細は以下のとおりとする。

	内訳
	費用算定方法
	金額

	（１）臨床試験研究費
	●ポイント×6,000円×6症例


	円

	（２）治験薬管理費
	●ポイント×1,000円×6症例
	円

	（３）管理的経費
	(1)＋(2)の10％

　
	円

	（４）技術料等
	(1)＋(2)＋(3)の30％
	円

	（５）臨床試験研究費

　　　観察期・ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ期脱落
	50,000円×観察期・スクリーニング期脱落症例数　…ⓑ
	円

	消費税
	(1)～(5)の合計の5％
	

	合計
	(1)～(5)の合計＋消費税 
	


第2条（支払方法等）

乙は、原契約第3条第2項第1号（契約様式2及び契約様式 販2の場合は、第4条第2項第1号）のうち前条に定める費用を以下のとおり年度にわけて甲に支払うものとする。

200●年年度：(1)臨床試験研究費　○円　　

(2)治験薬管理費　○円　

(3)管理的経費　○円　　　

(4)技術料等　○円　　　　　　消費税　○円　

計　　　　円
200●年年度：(1)臨床試験研究費　○円　　

(2)治験薬管理費　○円　

(3)管理的経費　○円　　　

(4)技術料等　○円　　　　　　消費税　○円　

計　　　　円
２．乙は、前項で定めた額を、甲が年度ごとに発行する納入通知書により甲の指定する期限までに支払わなければならない。

第3条（その他）

本覚書の条項は又は本覚書に記載のない事項について疑義が生じた場合は、甲乙は、誠意をもって協議し円滑に解決するものとする。

本覚書締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名押印の上各1通を保有するものとする。
200●年  月  日

	甲：
	愛媛県今治市石井町4丁目5番5号

愛媛県立今治病院
	印

	
	病院長


	●●　●●
	

	乙：
	住所

●●株式会社
	印

	
	代表取締役社長


	
	

	
	
	
	


上記の覚書内容を確認するとともに、治験の実施に当たっては各条を遵守いたします。
	200●年  月  日

	

	
	治験責任医師
　　　　　　　●●　●●　　印
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